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令和６年度広尾町国民健康保険事業計画
Ⅰ　基本方針
　広尾町国民健康保険事業の安定的な運営と財政健全化を図るために、次に掲げる主要事業を計画的かつ効率的に運営していくことを基本として広尾町国民健康保険事業計画を策定し、これを実施するものとする。
Ⅱ　主要事業

　１　適用適正化対策の推進
　２　医療費適正化対策の推進
　３　収納率向上対策の推進
　４　保健事業の推進

　５　その他の事業の推進

Ⅲ　事業計画
　基本方針に基づき、主要事業を以下のように推進します。
１　適用適正化対策の推進
（１） 居所不明被保険者の実態調査について
  　国民健康保険税納税通知書や被保険者証、医療費通知等について郵送により実施した分の返戻者について、居所不明被保険者の実態調査を行い、職権による住基抹消を担当課へ依頼するなど、その解消に努めます。

　（２） 国民健康保険税の賦課の適正化について

所得未申告世帯の調査を行い、簡易申告を含む確定申告を勧奨するなど、未申告世帯の所得の把握に努めます。
また、未申告者に対しては、保険税の軽減措置などが講じられないなどの不利益があることなど、申告の必要性の周知を図ります。
（３）資格適用の適正化の実施について

①未適用者の実態について調査を行い把握したうえで、その実態に合わせた適用推進に努めます。

      ②日本年金機構から提供される、国民年金被保険者情報を活用し、厚生年金を取得したと思われる者の喪失手続きの勧奨、厚生年金等を喪失したと思われる者の加入手続きの勧奨を文書等により実施します。また、ねんきんネット情報を適用の適正化に活用します。

③町内事業所からの従業員及び被扶養者の保険異動等について保険加入・脱退（喪失）報告書の提出依頼を行い国民年金担当係と連携しながら未適用や重複適用の防止に努めます。

２．医療費の適正化の推進
　　
　（１） 医療費通知の実施
　　　医療費の適正化対策の一つとして、被保険者が受けた医療についての費用を再認識してもらうために、２か月ごとに年６回、医療機関名や費用額等が記載された通知書の送付を行います。
　（２） レセプト点検の実施
　　　資格の確認、請求内容の点検、給付発生原因の点検などを実施します。重複、頻回受診の把握、医療費の支出抑制や不正請求の発見、交通事故等の第三者行為の求償などの事務へ結び付ける重要な業務であり、一層の充実強化を図ります。
　（３） ジェネリック医薬品の普及促進

①被保険者証の更新時や異動等の届出時に後発医薬品（ジェネリック医薬品）希望シール等を配布し、利用の促進を図り、使用割合８０％以上を目指します。
②被保険者に対して、後発医薬品（ジェネリック医薬品）を利用した場合の自己負担軽減額の通知（差額通知）を年２回実施し、利用促進を図ります。

　（４）第三者行為求償事務
　　　交通事故など第三者から受けた傷害などの治療費は、原則として加害者が負担すべきものであることから、被保険者からの届出やレセプトからの把握のほか、情報収集に努め適正な把握及び処理に努めます。
　　　また、令和４年６月から第三者行為求償事務受託拡大に伴い、北海道国民健康保険団体連合会へ求償事務を一括委託することで、より効率的かつ効果的な事務処理に努めます。
３　収納率向上対策の推進
　（１）徴収体制の強化
　　　国保財政の維持と被保険者の保険税負担の公平を図るために、徴収担当係と連携を図りながら徴収率の向上を図ります。

　（２）口座振替の推進
　　　広報紙での周知をはじめ、納税通知書の発送時や加入手続き時などに口座振替の利用を勧奨し、口座振替の利用促進を図ります。
　（３）悪質滞納者対策
　　　高額な滞納者や滞納状況の改善が見られないなど、悪質な滞納者に対しては、行政サービスの制限、滞納処分の実施や十勝市町村税滞納整理機構への徴収一部移管などを速やかに実施し、収納率の向上と税負担の公平を図ります。
　（４）短期被保険者証及び資格証明書の交付について
徴収担当係と連携し、分納誓約の不履行や納税相談に応じない者などに対し、特別な事情の調査や弁明の機会の付与など、実施要綱に基づき適切に実施したうえで短期証及び資格証明書の交付を行います。
なお、令和６年１２月２日に被保険者証が廃止されることに伴い、短期被保険者証及び被保険者資格証明書は廃止されるため、特別の事情がなく長期にわたり国保税を滞納している場合は、被保険者資格証明書に代えて特別療養費の支給に変更する旨の事前通知を交付します。
　　　また、短期被保険者証及び被保険者資格証明書に代わる制度については、国からの通知に基づき、引き続き未納者に対する納税相談等を遺漏なく実施できるよう取り組みます。
４．保健事業の推進
（１）特定健康診査・特定保健指導の充実
　　　　特定健診事業の推進にあたっては、先に策定した「第４期　特定健康診査等実施計画」（令和６年度～令和１１年度）を中心に目標値達成を目指して事業を実施します。健康管理センター及び医療機関等と連絡を密にし、受診率の向上等の効果的な事業の実施を図ります。
　　　３０歳以上の被保険者に対し、特定健康診査と同様の内容の健康診査を希望者に対し実施し、４０歳以降も継続して健診を受け続けるよう環境づくりを行います。
　（２）重複受診者及び頻回受診者に対する訪問指導
　　　　医療費適正化事業と連携しレセプト点検調査などから重複・頻回受診者を選定し、保健師により訪問指導を実施します。
　（３）生活習慣病対策事業の実施
　　　　令和６年度策定「広尾町国民健康保険保健事業実施計画」に基づき、生活習慣病対策をはじめとする被保険者の健康増進、糖尿病等の発症や重症化予防等の保健事業を実施します。

　（４）町保健事業との連携
　　　健康管理センターで実施する各種保健事業に対し、各医療費データの提供、事業予算の確保、ＰＲ事業の実施、健診時の協力等、連携した保健事業の推進を図ります。

　　　

５．その他の事業
　（１） 被保険者への啓発　

      　国保事業の円滑な運営を確保するために、定期的な広報紙の活用や町のホームページで制度の啓蒙を図るほか、納税通知書の発送時や窓口での届出の際などに制度周知のための小冊子やリーフレット、ジェネリック医薬品希望シール等を配布し、国保制度の周知に努めます。
（２） 国保従事職員研修の参加
　　　　国保事業に携わる職員について、円滑な事業運営を図るために必要となる専門的な知識や技術の習得のために、北海道や北海道国民健康保険団体連合会等が主催する各種研修会等に計画的に参加するものとします。
　　　　参加を予定している主な研修会等は次のとおり。
	開　催時　期
	事　業　名
	主催者等
	備考
	  　　
  　　

	５月
	国保事業状況報告システム担当者説明会
	国保連
	Web開催
	

	５月
	市町村事務処理標準システム北海道クラウド担当者操作研修会
	国保連
	Web開催
	

	６月
	国保総合・情報集約システム担当者説明会
	国保連
	Web開催
	

	６月
	第三者行為求償事担当者務講習会
	国保連
	Web開催
	

	７月
	国民健康保険事務研究会
	国保連
	Web開催
	

	７月
	国民健康保険実務講習会
	国保連
	札幌市
	

	８月
	特定健診等データ管理システム担当者説明会
	国保連
	Web開催
	

	８月
	データヘルス推進研修会
	国保連
	Web開催
	

	９月
	国保事業費納付金等算定情報作成支援説明会
	国保連
	札幌市
	

	１０月
	保険料（税）適正算定マニュアル研修会
	国保連
	札幌市
	

	１０月
	収納率向上対策事業に係る研修会
	国保連
	札幌市
	

	１１月
	生活習慣病予防対策担当者研修会
	国保連
	Web開催
	

	１月
	国庫支出金等事務研修会
	北海道
	書面
	

	３月
	国保運営協議会会長研修会
	国保連
	Web開催
	

	未定
	国民健康保険レセプト点検研修会
	国保連十勝支部
	帯広市
	

	未定
	国保運営協議会委員研修会
	国保連十勝支部
	帯広市
	

	随時
	国民健康保険関係各種研修会
	北海道ほか
	－
	


　（３）個人情報の取り扱い及びレセプト情報の開示
　　　情報の開示にあたっては「広尾町個人情報保護法施行条例」及び「診療報酬明細書等の開示に係る取扱要領」に基づきの個人のプライバシーの保護及び診療上の問題に係る取扱いに十分な配慮を行います。また、マイナンバー制度の施行に伴い各種申請及び届出に個人番号の記載が必須となることから、個人情報の管理にあたってはなお一層慎重な取り扱いを行います。
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